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午前９時 01 分 開会 

 

（１）【議長諮問事項３】議員提案による条例制定のルールづくり 

【木村委員長】 本議題については、前回資料を配付しており、各会派の意

見を聞くところから進めたい。 

【赤嶺委員】 明るいみらい・やまとは、一定のルールをつくることに反対

はしないが、ルールにとらわれて条例提案自体がやりづらくなることを懸念

している。また、このルールにのっとって条例提案を行うとパブリックコメ

ントが必須となる。条例の改正案などでパブリックコメントなしに改正を行

いたい場合、それについてもパブリックコメントをしなければならなくなる。

条例提案の流れの中身については、まだ検討の余地がある。 

【木村委員長】 変更案があれば後で聞かせてもらいたい。神奈川ネットワ

ーク運動はどうか。 

【河崎委員】 議会がつくる条例は、全国でも試みられているが実効性に乏

しい理念条例になりがちだと思っている。いかに市側と調整しながら実効性

を担保した条例にすることができるかである。特定の会派が提案をして練り

上げられるというよりは、その課題を共有し、議会全体として練り上げてい

くことが重要視される。議会の中でも合意度が高い案がつくられていくこと

が必要である。そのためには議会での成否にかかわらず、条例案については

パブリックコメントを行うことが必要である。議員定数の 12 分の１以上であ

れば議案を提出できる制度になっているが、可決成立すれば市全体のルール

になる。意見書とは異なり、提案すればいいというものではなく、議会の良

心としてこの条例が必要であるという意思から練り上げていくような仕組み

が必要である。全体の流れとしては配布された資料１、２をもとに各会派の

意見交換もただ参考として聞くだけでなく、重要視しなければならない。 

【宮応委員】 日本共産党としては、議員定数 12 分の１があれば議案を出せ

ることになっているが、パブリックコメントや議会としての情報の共有化と

なると、定められた議案提案権の行使が非常にしづらくなる。そもそも議員

による議案提案について考えていかなくてはならない。市側から言ってきて

いるパブコメの実施が足かせになると思っている。十数年前、小児医療費助

成制度の年齢制限を上げるということで財源を伴う議案を提出した時に、財

源は市が決めることなのでという話があった。当時の収入役と調整をしたこ

とがある。その時に議員提案ができなくなるのかと聞いたときに、市側はで

きなくなるとは言えないわけで、議員提案をしたが賛成少数で否決となった。

法で定められている議員提案権という権利との整合性はどうなのかとの思い

がある。本市で最初に議員提案でできた「次世代に戦争を語り継ぐ条例」や

最近の「商業振興条例」のように、何も事業が進まなければ理念条例的なも

のになってしまう。そもそも議員提出議案とは何なのかというところから考

えていかなくてはならなくなってしまう。 

【中村（一）副委員長】 資料にもあるとおり、この話は平成 24 年の新政ク
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ラブから提出された商業振興条例案を契機につくられたものである。その時

は基本的なルールがなかったので議会事務局と相談しながら手探りの状態で

進めた後整理し、資料としたのがこの流れである。議員による議案提出の権

利や過半数の賛成があれば成立するのは法律で定められたことであるので、

それを守ればこのルール以外にもやり方はあると思う。 

【事務局次長】 法的な部分を守ればルールを任意に選べるという考えは苦

しい。やはりルールをつくれば、まずはその順守というのが基本になる。 

【中村（一）副委員長】 商業振興条例策定の際は鎌倉市と大津市を視察し

た。条例提案は、大津市では定められた組織が、鎌倉市では議員の任意の組

織がつくられるルールがあった。もちろん、法律を否定して条例を提案する

ことはできないが、先ほど意見が出たように条例の改正にまでパブリックコ

メントをとらなければならないのかといえば、それは検討する必要があると

思っている。また、市側の部分で「可決成立が見込まれるもので市側が当該

条例の必要性を認めたものについて法令審査を行う場合がある」というのも

検討が必要だと思っている。これをルール化してしまうと、市側が必要では

ないと判断した条例は議会から提案できなくなってしまう。事実上、議員提

案の条例をつくる意味がない。市側が必要と認める条例は市側がつくればよ

い。議員提案する条例というのは、どちらかというと市側が必要性を感じて

いないが議会側としては本市のために必要だと思う条例を提案するものであ

る。最終意見というのもそれに拘束される必要はない。議会基本条例をつく

る際の市側の意見はかなり拘束するようなものになっていたと思うが、あく

までも意見であり採用するかどうかは議会側の判断であるということはしっ

かりしておかなくてはならない。提示された資料もおおよそよいとは思うが、

市側については法令や他の条例との整合性について意見を述べるという程度

でよいと思う。条例として成立すれば拘束力が発生するので、行政執行して

いかなくてはならない市側としては意見公募をしたいと思っている。議会と

してはその他の条例との整合性までは十分精査できないのでそういった部分

について市側が意見を述べることはよいと思う。またパブリックコメントも

ケースバイケースであると思う。 

【吉澤委員】 公明党は資料１－２の基本的なフローチャートでよいと思う。

先に意見が出たとおり、市側にもその他の条例との整合性などの意見を聞か

ねばならないと思う。条例をつくる際には１年など長い期間をかけねばなら

ず、市側を拘束する議員提案の条例についても、さまざまな意見交換をしな

がらつくっていくことになる。ある程度、このルールにのっとってやってい

こうという意見である。多少修正は必要なのかもしれないが、基本的にはこ

の案でよろしいと思う。 

【木村委員長】 大和クラブの意見としてはルールがあってもよいと考えて

いる。ただしルールが足かせになって議会として障害になることは避けたい。

今まで出された意見も踏まえてルール化の際は障害となるものは検討してい

きたい。明るいみらい・やまとはどうか。 
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【赤嶺委員】 こうしたほうがよいという具体的な意見は持ち合わせていな

い。 

【木村委員長】 資料を見ても意見はないのか。 

【赤嶺委員】 意見が出された部分については検討が必要であるとは思って

いる。具体的な点までは詰めていない。パブリックコメントが必須になって

いることについてと、法令審査をどう行うかということは検討すべきである。

気になっていることとして、そもそも条例提案の流れについてルール化しな

ければいけないことなのか。過去に配付された代表者会会議録を読むと、商

業振興条例案が議員提出された際に、議会から政策条例を提案する場合はル

ールを明らかにすることに強い要望が市側からあったとなっている。市から

条例制定のためのルールをつくってほしいとの依頼があったからつくるのか。

明るいみらい・やまとでは、このルール化が足かせとなって条例提案できな

くなることを一番懸念している。ルール化するのではなく、一定の目安とし

たほうがよいのではないか。本委員会の中でルール化は必須であるというこ

とであれば、修正や検討などが必要である。具体的な修正については会派内

でまだ詰めていないので次回以降としたい。 

【宮応委員】 資料１―２で超党派による検討とあるが、超党派でなくても

よいのではないか。前回は新政クラブから出されたものから超党派としてい

るのだと思われるが、それまでは議会事務局や担当課とも相談をした。ただ

し、資料の上図にあるような超党派による条例案の検討というようなことは

できなかった。そういう場合でも提案はできる。条例案の策定もするし、議

会内の周知、各会派との意見交換もするが、資料１－２にあるような超党派

とはならないこともある。そういうことも含めてのルールと理解してよいか。 

【事務局次長】 資料は当時の商業振興条例のたどってきた流れをもとにし

て作成されているため、超党派となっている。過半数の賛同を得て成立する

見込みがあれば、その実効性も担保されなければならないとの意見もこの超

党派によるという文言の中には意味として込められていると考えている。 

【宮応委員】 超党派になる場合とならない場合がある。資料でもそのよう

な理解でないとならない。 

【中村（一）副委員長】 事務局は鎌倉市のような形をモデルとして、この

資料を作成したのではないか。商業振興条例は新政クラブが会派内で案を作

成した条例だと思っている。条例案を成立させるためには過半数の同意が必

要となるため、条例をつくる段階から各会派に説明や調整をしてきた。研究

会等というのは某条例制定研究会といったものを任意でつくって各会派に呼

びかけて賛同者が集まってできた研究会で条例提案をする鎌倉市のような例

をイメージしたのではないかと考えている。 

【事務局次長】 モデルとしたのは当時の会議録を読むと商業振興条例であ

った。その後、裏打ちをするように議会基本条例でも政策形成という条文が

できてきている。 

【中村（一）副委員長】 商業振興条例のときは研究会をつくったわけでは
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ない。会派や超党派など条例制定過程にはいろいろな形がある。必ず両方行

うということではないと理解してよいか。 

【宮応委員】 超党派というのは賛同を得るという意味合いで事務局に確認

したものである。中村（一）副委員長は超党派による研究会をイメージした

ようだが確かに資料からはそのようなイメージにも取れなくはない。全ての

会派、つまりは超党派の賛同が得られなければ資料上の次の矢印に進めない

のかという確認をしたかった。 

【河崎委員】 商業振興条例はできた経緯とその後を考えると、やはり新政

クラブが提案をしてつくった条例であると、皆さんのブログなどでも書かれ

ている。基本的には議会としてつくる条例にしていくべきだと考えている。

ただ提案したことだけを成果にするのはいかがなものかと思っており、いか

に実効性や制度を担保した条例をつくっていくかだと思っている。市側から

要請されている、たとえ条例の改正であっても市民参加推進条例に準じた扱

いをしてほしいというのは、市民参加推進条例がある限り議会としてもこれ

に従っていかなくてはならない。それらを踏まえて、議会に上程される全て

の条例案はパブリックコメントをすべきで、同時に動ければ市民説明会も用

意をすべきだとの考えである。そもそも議員提案でつくられる条例とは何か

という問いかけがあったが、改めて現状と課題について一度学習をして全員

で合意をしたほうがよいのではないかと思う。 

【中村（一）副委員長】 市側の上程するもので「某条例を改正する条例」

というのがあるが、あれも全てパブリックコメントをしているのか。 

【事務局長】 市民への影響が大きいもの、例えば料金改正などは必ずパブ

リックコメントを行っている。 

【中村（一）副委員長】 ケースバイケースであると認識してよいか。新規

の条例のパブリックコメントは欠かせないが、法律改正に伴う条例の改正な

どでは条文の条数が変わるというのはパブリックコメントを行っているわけ

ではないので、基本的には市民参加条例に基づくものであるが条例の内容に

もよるのではないか。 

【河崎委員】 議会がつくる条例で市民への影響が少ない条例は意味のある

条例ではないし、考えられないのではないか。議会がつくる条例というのは

市民への影響が大きいものと考えられる。 

【赤嶺委員】 全て新規条例とは限らない。回数や定数なども載っている。 

【事務局次長】 基本的にそのように考えている。 

【河崎委員】 軽微な改正であっても議会がそれを改正するということは市

民への影響が大きいから改正するのではないのか。改正した結果、大きくな

るということを想定しているので、議会がつくる条例でパブリックコメント

の対象にならないということはないと考えていい。 

【中村（一）副委員長】 そうすると結果的にパブリックコメントが必要に

なるので、原則とするのかどうかはわからないが、実際にはパブリックコメ

ントを行うことになるのではないか。 
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【河崎委員】 そのように思う。 

【中村（一）副委員長】 ただしパブリックコメントの実施が議員提案の条

例の足かせになるという意見がある。 

【河崎委員】 パブリックコメントをしなければいけないということが足か

せになるといっているのか。 

【中村（一）副委員長】 今まで出た意見でそのように理解していた。 

【木村委員長】 それはないと思う。 

【宮応委員】 私もそれはないと思う。パブリックコメントを行っても過半

数の賛同を得られないということは無駄になることもあるかもしれないが、

それでも意見を聞くということは必要であると思う。赤嶺委員の言葉は条例

改正について言及されたと思うが、そこで例に出された条例改正とはその程

度のものであり、議会提案での条例改正ではあり得ないと思っていた。小児

医療費助成制度などであれば、小学生対象の条例が、例えば中学生、高校卒

業までに範囲を改正するといった条例になる。そういったものは一部改正で

あろうが大いに市民生活に影響がある。国の法改正によって行われる条例改

正を議会提案で行うわけはないと思っている。結果論としてパブリックコメ

ントは必要なものと思っている。 

【赤嶺委員】 パブリックコメントの重要性は十分認識をしているが、これ

には相当期間の時間がかかる。急いで改正をしなければいけない条例事案が

発生した場合、パブリックコメントの結果を待ってからでなければ改正がで

きないとルールに定められたとしたらどうなるのかを考えなければいけない。 

【河崎委員】 議会が急いで改正をしなければいけない条例とは、例えばど

のような条例か。 

【赤嶺委員】 そのときの状況や議員の考え方にもよると思う。もしそうな

った場合に、時間がかかるということを述べておきたい。 

【宮応委員】 条例の周知期間は６カ月必要とされている。９月議会に提案

して 10 月や 12 月に実施というのは原則あり得ない。パブリックコメントの

期間が短くなる可能性はあり得るが、それができないような条例改正はまず

あり得ない。周知期間がないと市民も混乱すると思う。 

【木村委員長】 今の答えでよろしいか。 

【赤嶺委員】 承知した。 

【木村委員長】 ほかに補足や意見はないか。 

【吉澤委員】 基本的に今話のあったように条例案は拙速にやるようなもの

ではない。しっかり周知期間も必要なのでパブリックコメントをしながら条

例案を出していくべきではないかと思う。 

【宮応委員】 資料１－２で、会派等による条例案の提案、検討は行うが、

超党派による賛同を得るものと解釈すると、これがある場合とない場合があ

るということを踏まえれば、超党派による賛同が得られなくとも次の矢印に

進むこともあると考えてよろしいか。 

【木村委員長】 あり得ると考えてよいか事務局に確認する。 
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【事務局次長】 そのように読めると思う。 

【中村（一）副委員長】 資料は時系列的に考えれば確かにこのとおりであ

るが、実施にはいろいろなことが並行して起こっていたと商業振興条例案の

当事者としてかかわって思っている。先の条例案の時には案を先につくって

事務局や各会派を回っていた。市側にも見せて意見や情報交換をしているの

で、実際にはこの図のひとつのことがクリアできないから次には進めないと

いうものではなかった。市側との話し合いも最初だけではなく継続して行っ

ていた。 

【事務局次長】 実際に並行して作業が行われていたことは承知している。

整理をして図示しなければわかりにくいことなので、資料としてこのように

表記している。 

【木村委員長】 今後、ルール化できた場合でもこの手順ではなく先行して

進んでいくこともあり得ると考えてよいか。この資料の順番を守らなくては

いけないというものではないということでよろしいか。 

【事務局次長】 そのとおりである。 

【木村委員長】 皆さんもそのように理解してほしい。 

【宮応委員】 承知した。同時並行的に進むことがあると理解する。 

【中村（一）副委員長】 商業振興条例のときはパブリックコメントを行う

までは、かなり同時並行的に動いていた。パブリックコメント後は公になる

ので、それを資料のとおりに集約して進めていくようになったと思う。 

【宮応委員】 商業振興条例のパブリックコメントは何通あったのか。市側

が行っている新規や改正のパブリックコメントは全体でどれくらいか。目に

つきづらく、多くはないだろうと思っている。市のホームページが変わり少

しは見やすくなった。 

【事務局次長】 商業振興条例のパブリックコメント数については後ほど回

答する。例えば子ども・子育て三法関連の条例のパブリックコメントが会議

録上で 200 件弱くらいの意見があったと市側から述べられている。 

【河崎委員】 市民の関心が高いものはそうだが、ほとんど関心のないもの

は１件というのもある。 

【事務局次長】 議会基本条例でも集約して百数件、ばらせばその３倍くら

いの意見はあって、それに対して考え方を示していく作業が当時の議会基本

条例検討協議会の委員長を中心にかなりの労力を割いていた。 

【河崎委員】 あれは市民説明会での意見も含まれていた。 

【赤嶺委員】 商業振興条例でパブリックコメントを行うことを代表者会で

認めてもらい、意見をもらって回答し、条例に反映させて修文を行う期間は

どれくらいかかったのか。 

【事務局次長】 パブリックコメント実施期間だけで１カ月は取りたいとし

て行った。 

【中村（一）副委員長】 この資料はむしろ議会基本条例を制定した時の流

れのほうがしっくりくるのではないか。超党派で進めており、流れも並行し
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ていない。 

【井上委員】 そのとおりだと思う。 

【木村委員長】 いずれにしてもルール化を考えなければならない。 

【河崎委員】 当面の課題としては、この資料のルールを合意するかどうか

か。中村（一）副委員長からは、市側が当該条例の必要性を認めたものにつ

いてはという部分に問題があるとの指摘がされている。ここを検討するとい

うことと、私の意見としては暫定的にこの部分を検討した上でルール化の合

意をして、別途議会がつくる条例として学習会などをして修正をしていくと

いう手順で行っていこうかと思っている。 

【木村委員長】 赤嶺委員からは具体的な部分についてきょうは持ち帰りた

いとの希望も出ているので、きょうの結論は出ないと思う。 

【赤嶺委員】 そもそもルール化することがどうかと思う。あくまでもこう

した「流れ」としておくほうが、より条例提案をしやすい。ルールにしてし

まうとこれに従うしかなくなってしまう。 

【木村委員長】 今の意見も会派としてまとめられていないということか。 

【赤嶺委員】 そうである。明るいみらい・やまと以外の会派の皆さんはル

ール化が必須だというのであれば、多数意見であるので賛同させてもらい、

河崎委員の言ったように暫定的なルール作成に合意をした上で修正をはかっ

ていくということになろうかと思う。 

【宮応委員】 きょうは協議を進めたうえで、課題となった部分を持ち帰り

たい会派があるのであれば、何を持ち帰りとするのか委員長のほうで整理し

て示していただきたい。 

【中村（一）副委員長】 複数の委員から、ルール化することによって足か

せになるのではないかとの懸念を示しているが、商業振興条例を提案した時

にはこのようなルールが全くなかったので、むしろ足かせになるというより

は非常にやりにくかった。何をやっていいのかもわからず、３人いれば条例

提案もでき、過半数の賛同を得れば条例として成立するのだろうが、市のい

ろいろな部局にまたがることでもあり、市民に影響を与えることでもある。

市民参加推進条例があり、市民周知したいが、自分のホームページやブログ

で伝えてもそれは個人的なものにすぎず、公の形で周知する方法がない。市

側と協議をしたくてもそういった場を設定するルールもない。議会事務局と

打ち合わせをしても任意の協力を願い出るしかなく、何もルールがないとい

うところでは、今話に出ているルール化が足かせになるとの捉え方よりは、

むしろルールがないために非常にやりにくかったという思いがある。手探り

で議会事務局の協力を得ながら進めてきたと思っている。一定のルールがあ

れば、むしろそのルールにのっとって進めることができ、メリットはあると

思う。それをやらなければならないのかという考え方に立てば足かせにもな

りえるもので、いろいろな可能性がある。宮応委員からも話があったが、い

ろいろ議論をしたので一度会派に持ち帰ってはどうかと思う。この資料のど

こにもないが、商業振興条例の時も議会基本条例の時も行った市民説明会を
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この表のどこかに入れてもよいのではないか。 

【河崎委員】 商業振興条例は市民説明会をやったのか。 

【中村（一）副委員長】 市民説明会はやらなかったが、団体との意見交換

会は行った。 

【河崎委員】 それは議会として行っていないのではないか。 

【中村（一）副委員長】 議会としては行っていない。会派として、また提

案者として行った。 

【河崎委員】 商業振興条例をつくった時の経験から言うと、議会として条

例の説明会をしたかったということか。 

【中村（一）副委員長】 それはどちらでもよい。ただし、提案者でないと

質問には答えられない。 

【河崎委員】 その考え方からすると、赤嶺委員の言うように必ずしもルー

ルにしておかないほうがよいのではないか。 

【赤嶺委員】 明るいみらい・やまとからすればルールというのは決まりで

あるので、これに沿って進めていくとなればやらざるを得なくなる。ルール

ではなく、理想的な流れという形で周知を図れば、それに沿った形で皆さん

も条例提案されるのでその程度にとどめておくのはどうかという話である。

商業振興条例を成立させるまでに何もない手探りの中で苦労をしたのは確か

にそのとおりだと思う。その時にはこういう資料のようなものがなかった。

商業振興条例が前例となりこの資料のような流れが形になったので、これは

有効に活用できると思う。ただしこれをルールとしてしまうとやりづらいこ

とはあると思う。 

【木村委員長】 赤嶺委員のような考えもあるが、事務局としてはどうか。 

【事務局次長】 商業振興条例の時も条例の実効性という部分を考えて、市

側は非公式とは言いながらも、条例づくりにかかわってくれているというこ

とがあるので現状でルールとなれば正式な業務となるが、議会内の一定のモ

デルにとどめても実際面で大きな違いはないと思う。その後、議会基本条例

ができて、第 14 条の政策立案や調査研究に資するために組織をつくることが

できるという条文があり、時系列からいうとこのときは市側からの要請を受

けて協議をしたが、河崎委員の言うように議会としての条例という部分から

言えば、その条文から初めて市側との協議という流れになってくる。新しく

考えていかなくてはならない部分も出てきていると思う。 

【井上委員】 資料のフローチャートから言えば、条文作成をして初めて意

見を聞くまでが一番長かった気がする。市の担当課の部分を議会内周知まで

かかわるように延ばせばよいと思う。 

【中村（一）副委員長】 市側も条文案を見ないと意見を言えないという部

分もあると思う。 

【井上委員】 素案ができていないと意見が市側からもらえなかった。 

【木村委員長】 資料のフローチャート右側にある担当課、総務課の囲みを

下段の議会内周知の囲みまでかかわるように延ばせばよいということか。 
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【井上委員】 そのとおりである。 

【赤嶺委員】 今の話では条例案作成前に所管との打ち合わせがあるならば、

資料２段目の「条例案の作成」は「条例案の完成」となるのではないか。条

例案ができて議会の周知になると思う。 

【宮応委員】 資料中の横矢印の部分にあたる議会事務局や市側担当課等と

の調整は必ずしなくてはいけない。そのことについては何の違和感も抵抗も

ない。「条例案の作成」は会派で出来ているなら条例案の提案となり、その後

議会内の周知、議会内での意見交換となるだろう。「条例案の作成」としてお

くと、その後また総務課等との修文などの調整が必要ということなら、上段

の横矢印部分で済ませておけばよい。 

【中村（一）副委員長】 条例案の作成というのは、条文をつくることだけ

ではなく、会派内の条例案の検討や市側との打ち合わせも含まれたものであ

る。条文案はまだ条例案ではない。条文案を修正しながら条例案を作成する

作業の中にそれらの要素が全て含まれている。「条例案の作成」を説明してい

るのが上段の部分である。 

【木村委員長】 中村（一）副委員長の話を聞いて、事務局では資料の修正

見込みはあるのか。 

【事務局次長】 確かにあらゆる作業が混在しており、商業振興条例の場合

は手戻りもあり条文を示しながら進めたこともあったので、流れとしては混

在した。議会基本条例の第 14 条に、「議会は、政策立案や調査研究に資する

ための組織を作ることができる」とあり、このようなことが具体的に動き出

してくると、条文にする前の立法すべき事実の洗い出しの段階から検討する

こともあるのではないかと思われる。資料は議会基本条例制定前の平成 24 年

時点で作成されたものである。先ほど質問のあった商業振興条例に対するパ

ブリックコメントの件数は 22 件であった。1 カ月間程度募集して、その 1 カ

月後くらいに公表した。概数であるが、およそ 1 カ月は意見募集期間を設け

ており、会派内での周知などをして 1 カ月後くらいに回答を公表した。 

【木村委員長】 本日の資料については会派への持ち帰りとして検討してい

ただきたい。 

【山本委員外議員】 パブリックコメントについては、市が行う場合は広報

やまとやホームページで周知をしている。議会が行う場合、会派でのＰＲも

したと思うが議会だよりには掲載されていなかった。そういった意味では市

と議会ではどのような差があるのか。また各会派との意見交換や市側との調

整、こういったものはこれからルールとして決まったら市民に公表するのか。 

【事務局次長】 市民参加推進条例の実施機関に市議会は含まれていない。

議会のホームページを利用して主に周知を行った。議会だよりを利用するか

どうかについては定例会の情報を基本的に掲載していく使命があるので、こ

れについては別に議論が必要である。市の広報に比べ発行頻度が少ないので

公募とのタイミングがうまく合うのかどうかということもある。商業振興条

例では市議会のホームページが中心となった。市側とのやり取りが市民に公
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表されるかどうかについては、パブリックコメント以降は、どのような意見

が寄せられ、どう修正するかは公になっており、市民の目に触れるように行

うべきと考えられる。補足説明があれば提案会派であった副委員長からお願

いしたい。 

【中村（一）副委員長】 たしかにそういった流れであった。 

【山本委員外議員】 パブリックコメントの後かどうかで判断すればよいか。 

【木村委員長】 パブリックコメント前の段階で公表できるものはない。 

【中村（一）副委員長】 議会基本条例も議員提案であったが、毎回の会議

は傍聴ができ、会議録も早い段階から公開をしていた。 

【木村委員長】 先ほど質問が出ていた資料上段の「会派による条例検討」

も「超党派による条例案の検討」も両方やらねばならないということではな

い。 

【河崎委員】 改めて資料１－２を見ると、会派等による条例案の検討など

に入る前に問題や課題がどこにあり、それを解決するために何をどうすべき

かの共有化をすることが重要である。 

【木村委員長】 条例提案の理由などか。 

【河崎委員】 条例をつくるしか解決方法がないのかなどを考え、その条例

の内容をどの程度まで制度化するのか。その合意がまず必要で、それから条

例案の検討になると考える。その問題や課題の共有化をしないで、いきなり

条例案が出てきても意見だけを言うようになるので、どういう条例をつくり

たいのか、その課題は条例でなければ解決できないのか、そういったことを

知ることから入ったほうがよい。 

【木村委員長】 それは会派等による条例案の検討、超党派による研究会等

による条例案の検討のいずれもか。 

【河崎委員】 問題、課題が共有化できた後に、どちらなのかの判断がある

のではないか。 

【宮応委員会】 他市議会の常任委員会で、その委員会所管を議員提出議案

として、いじめ問題の解決をはかる条例をつくるという動きがあった。そう

いうときに、いじめた加害者側を罰するという内容があり、その点において

は賛成できないとしてある議員が反対したケースがある。一般論ではあるが、

その問題の本質に触れるときには意見が分かれる場合がある。そう考えると

資料に書かれている「超党派による研究会等による条例案の検討」には賛否

が分かれる場合があると考える。 

【中村（一）副委員長】 私も河崎委員の意見とは異なるが、冒頭に問題を

抽出して問題意識を共有するという話だが、条例案とはまさに政策そのもの

だと思っている。党や会派によって考え方も異なり、合意を得られるもの、

得られないものがある。最終的には条例案という形で議会の民主主義のルー

ルによって過半数の賛成で条例として成立する。それぞれの会派、党派がみ

ずからの政策を条例という形にして議会の多数を得られるように努力してい

くのが議会制民主主義の根本ではないかと思う。最初の話し合いの中で合意
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を得られたものだけ条例化していくというのは、行政はそれでよいかもしれ

ないが議会のスピーディーな政策提言においては、むしろ制限されてしまう

ので、これはこのままでよいと思う。 

【宮応委員】 議会基本条例というのは特別中の特別である。正副委員長が

大変苦労されて全会派が賛同できるところで進めてきた。それを基準にする

のは少し違うのではないか。全会一致で大和市議会基本条例が成立したとい

うのは異例中の異例と思ってほしい。 

【吉澤委員】 今、話の出たようにこの案のままでよいと思う。全員が一丸

となって条例案を出すのかといえば、それも難しいと思う。 

【河崎委員】 一部誤解があるようなので修正したい。問題、課題の共有化

とは全議員が合意するという意味ではなく、問題、課題を共有化できる人た

ちで集まるということである。この流れでは議会に上程した時に拮抗するく

らいのところまで達することのできる条例案でないと、議員提案できる３人

以上で条例案が提出されて、そのたびごとにパブリックコメントにかけるこ

ととなり議会としていかがなものかと思っている。大部分が賛成とまでは言

わないが、賛否が拮抗するくらいのところまで達することができる課題の共

有化がなければ、この流れで進めていくことは議会として市民への説明責任

を考えた時にいかがなものかと思う。 

【宮応委員】 それは今考えることではなく、条例案検討のところで各会派

が判断するのではないか。それをここに書き込むことはできないと思う。 

【木村委員長】 会派で提案する際には過半数以上の合意が得られるように

各会派への提案説明をし、賛同が得られるように努力することが、「会派等に

よる条例案の検討」の中に意味合いとして含まれていると考えてはどうか。 

【河崎委員】 しかし、この記載では３人で条例提案してパブリックコメン

トまでできてしまうし、しなければいけなくなる。 

【宮応委員】 それが議員提案の条例案である。 

【中村（一）副委員長】 河崎委員の言われたことは商業振興条例制定時に

当てはめてみると資料中の「各会派との意見交換」の中になるのではないか

と考える。会派から出した条例案が賛同を得られなければ、提案したところ

で否決されるので、この「各会派の意見交換」の時点でとまってパブリック

コメントまで進まないと考えられる。 

【河崎委員】 新政クラブはそういう判断をしたが、このルールに基づけば

３人だけの提案でも民間法令審査機関に相談して、市側から意見をもらって

パブリックコメントも実施して回答もし、議会に上程しなければいけないと

いうルールにもなる。 

【赤嶺委員】 ３名の議員の賛同があれば条例提案はできるということを、

より困難にするようなルールだと条例提案はしづらくなる。作成した条例案

をどこで各会派と意見交換するか、市側と調整するかというのは本会議の中

ででもできるのではないか。過去に議員提出議案で条例の改正案を提出した

経緯がある。そのときは資料上図の「会派等による条例案の検討」から議会
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事務局や担当課との調整を経て、中段の部分を通り越して議会運営委員会に

議案として上程に至った。議会運営委員会から所管の委員会に付託される前

に各会派に内容の説明をし、内容審査は委員会で行った。市側も提案者もい

るその場で質疑をして採決をした結果、採択されて本会議で否決をされた。 

【河崎委員】 何の議案を指しているのか。 

【赤嶺委員】 平成 24 年第 1 回定例会の議員提出議案で大和市選挙広報の発

行に関する条例一部改正として、選挙公報を選挙告示日の翌日までに市ホー

ムページに掲載するよう求めたものである。委員会で可決されて本会議で否

決された経緯がある。こういう流れも残すべきである。ルール化してしまう

と、その流れも取れなくなってしまう。あくまでこの図式が理想的な形であ

るという認識を皆さんが共通に持てればよいのではないか。 

【宮応委員】 あの時は動きがあるのがわかっていた。今ここでやることは

ないという考えのもとで日本共産党は賛成をしなかった。 

【赤嶺委員】 あの時は変わるだろうということで変わることが決定ではな

かった。動きがあるので待ってもいいのではないかという意見はあった。 

【中村（一）副委員長】 この流れに沿えば、３人揃えばパブリックコメン

トもやるのかということだが、商業振興条例の例でも、実際やるのは大変で

ある。議会事務局の整文審査や市側に法的な整合性を見てもらう段階まで持

っていくには、条文の精度も上げておかなくてはならない。パブリックコメ

ントも 22 件ではあったが大変な作業であった。百件ともなれば、その回答は

かなりの作業になるだろう。それを３人でやる覚悟さえあれば、やってもい

いと思う。３人だからだめだというのではない。それなりの条文をみずから

が作成して、市側との意見交換では主張すべきところは主張をして調整を進

め、パブリックコメントにはしっかりとした意見を限られた期間で返すこと

ができるのであれば３人であろうと妨げるものではない。 

【河崎委員】 その会派だけが大変ならば、それでもいいと思うが、議会事

務局も市側もそういった案件を個々に対応しなくてはならなくなり大変では

ないか。 

【宮応委員】 大変だからやらないという考え方か。 

【河崎委員】 議会の責任という課題があると思う。 

【宮応委員】 言論の府である議会が今ある権利を侵害するようなことをみ

ずから定めないほうがよい。懸念は十分理解するが、それはその時の状況と

提案会派が判断することであり、あまりにも弊害ばかりが多ければ批判は当

然のことながら提案会派に向けられる。市民からどのように見られるかは提

案会派が負うべき責任である。３人以上であれば条例提案はできるのだから、

それを侵害するような定めをつくるべきではない。 

【木村委員長】 公明党の考えはどうか。 

【吉澤委員】 宮応委員の意見ももっともである。 

【赤嶺委員】 前回の本委員会で、市側の条例提案の流れについて資料を要

望したがどうなっているのか。市側から条例提案の情報が議員に伝えられる
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のは議案として資料が配付される定例会前であり、パブリックコメントの時

期は情報としては提供されていない。そういった条例提案までの市側の流れ

を知りたい。それを踏まえて議員提案の流れと比較していきたい。 

【木村委員長】 資料をつくるということか。 

【赤嶺委員】 配付資料で委員の皆さんと市側の条例提案の流れについて共

通認識を持ちたいと思っている。 

【事務局次長】 総務課に確認したい。既存の資料があるのなら入手する。

なければ情報として聴取し、事務局がつくることとなる。 

【木村委員長】 次回の委員会には用意できるか。 

【事務局次長】 用意する。 

【宮応委員】 かつては条例案等は定例会の１週間前に行われる議会運営員

会で知ることになっていたが、今ではパブリックコメントを行わなくてはな

らないため、条例提案の情報をそれよりも早く知ることはできるようになっ

た。パブリックコメントに約１カ月間の募集期間を設けており、市の動きを

早めにキャッチすることはできる。 

【木村委員長】 資料１－２上段の「会派等による条例案の提案」について

は、当初から過半数以上の賛同があれば実現可能性として望ましくはあるが、

３人以上で提案ができる以上は、提案会派がその他の会派に説明をするなど

して過半数以上の賛同を得られるよう努力をしてもらうこととして、議論は

この程度にとどめたい。 

【河崎委員】 これが各会派の市民へのアピール合戦になることを懸念して

いる。細かな内容まで市民には踏み込んだ説明がない中で、このような条例

を提案したと、提案自体がアピールになる。そのことを目的として条例提案

をするケースがふえていくのではないか。どこにどのような問題があって、

具体的に何をどのようにしたいのかを課題として議会が共有化することは重

要だと思っての先の発言であった。３人以上いればもちろん法的には可能で

あるが、それがただの会派のアピール手段の一つとなってくると議会として

いかがなものかと心配するところである。 

【赤嶺議員】 確かにアピールとか、自分たちが活動していることを示した

いがための条例提案には問題があると思う。そもそも、そのような条例改正

案などであれば否決されると思う。それを可決するか否決するかも議会の責

任である。そのために委員会審査や討論がある。その中で真意はどこにある

のか、アピールなのかどうかを見極めるのも議員の仕事であると思う。 

【河崎委員】 それは資料に掲載されている条例提案までの流れの後の上程

してからの話である。それまでにこれだけの手順を踏まなければならないと

いうルールをつくるのであるから、その中での懸念である。 

【中村（一）副委員長】 アピールをするだけの目的で条例提案をするにせ

よ、これだけの手順を経るのは非常に大変な作業となる。そう考えれば、ア

ピールを目的とした条例提案はそれほど出ないのではないか。商業振興条例

や議会基本条例が提案されたが、毎定例会で議員による条例提案があったわ
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けではない。４年間の任期の中で議員提案の条例が２つ出たが異例なことで

あると考える。議員提案の条例案はそう頻繁に出るものでないので河崎委員

の懸念もあろうが、アピールでも何でもそれだけ議員による条例提案が活発

に出れば、それはそれで議会の活性化と捉えてもよいのではないか。可決、

否決の結果は別として、議会がまさに自治体の立法機関として機能し始めた

と前向きに考えてはどうか。それよりも、議員が提案する前に市側が最終意

見を述べるというのは本来望ましくないのではないか。実際にはあるのだろ

うが、提案前の議案にもなっていない条例案をつくる段階から市側がかかわ

ってきているのを文章として書き表すというのはいかがなものか。 

【事務局次長】 この資料の案文については、ある自治体を調査し、作成し

た。パブリックコメントや条例案など公にしたものに対して議会の審査、審

議の前に意見を言うというのは事前審査にもなり、それによって変えるとい

うことになれば問題になる。ただし条例の実効性を高めるためには会派なり

提出者が最終的に判断する前に意見を述べてもらい、聞き入れるかどうかは

提出者の判断となり別段階だと思う。ある程度、内容を固めて公にする前に

意見を聞く。聞き入れるかどうかは提案者がみずから判断をする。それが議

案の審査、審議に入る前の段階で条例案を曲げるということであれば問題で

ある。 

【中村（一）副委員長】 そのとおりだと思う。議会が意見を聞いて、市側

が聞かれたことに対して意見を述べるのは確かにそうである。最終意見を述

べることや市側が必要だと思った場合は法令審査を行う場合もあるというの

は、何か市側の判断で意見を言えて法令審査が自由にできる表記思えて望ま

しくない。 

【事務局次長】 事務局の力不足であることは非常に自覚をしている。議員

みずから議員提出議案を考えるということであれば、法令審査を含めてそれ

をサポートするのは議長の補助機関である議会事務局が第一義的に行うべき

ものだと思う。二元代表制であるので、長の補助機関がそれに対して法令審

査を行うなどは市側の判断があってしかるべき状態である。 

【宮応委員】 そういうときに、議会事務局に法制担当者がいない現状で、

議員も総務課に聞くこともあるが、例えば国や県の条例、法律に違反するの

であればそのように言うであろうし、市側にとって面倒であると思ったとき

にも言うかもしれないが、その際は議員の調査権でさまざまな法律等を自力

で調べるべきである。それで大丈夫だと思ったのであれば、突っぱねればよ

い。国会議員や県会議員の力も借りながら調査することだと思う。それは各

会派の調査力によるものである。 

【河崎委員】 議会事務局として民間の法令審査機関を紹介しているが、民

間の法令審査機関では本市の条例や規則に精通しているとは思えない。そん

な中で市側が必要と求めたものだけ法令審査を行うとしている。認めなかっ

た場合には法令審査をしてくれないと理解してよいか。それでパブリックコ

メントを実施しなければならないのは問題があるのではないのか。 
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【事務局次長】 市側が法令審査を行わない場合もあるという表記になって

いる。先ほども申し上げたとおり、議会事務局が議長の補助機関として第一

義的には法令審査を行うべきだと思う。ただし、力が及ばないところを民間

法令審査機関でという記載にしている。具体的には株式会社ぎょうせいとい

うところで、各市の条例や法制について町村の法令審査を業務として丸ごと

請け負っている会社である。議会事務局としては、当市の関連条例との整合

も見てもらえるものと承知している。 

【中村（一）副委員長】 誤解があるかもしれないが、私はこの内容でよい

と思っている。ただし、表現の問題で議会が審議しているところに市側がイ

ニシアチブをとって口を挟むことができるといった内容に受け取れる。そこ

に問題が生じるのではないかと言っている。議会からの求めに応じて市側が

法令や条例などの整合性について意見を述べることができるという表現では

ないか。実際にやることは同じかもしれないが、より表現としてよいものに

したい。市側は成立しそうな条例について審査しないはずはない。条例が成

立し、執行するのは自分たちになると困るので審査をしてくる。議会に出し

ても否決されるだろうと思われる条例については多忙な時間を割いて審査を

行うことはないだろう。 

【河崎委員】 資料中段の市側の記載については少し書きすぎではないのか。

議会でつくる条例提案のルールの中に、市側の記載にある２点目の部分は書

く必要があるのかと思うがどうか。議会がルールとしてここまで記載する必

要はない。 

【木村委員長】 この資料は議会事務局で作成されたと聞いているが、今の

意見いついてはどうか。 

【事務局次長】 資料として参考にすべきモデルがない中で、他市を調査し

た。本会議において賛成多数で可決されると予想されるもので市側が法令審

査を行ってよいと認めたもので法令審査支援を行うとのことであった。 

【河崎委員】 それは議会が定めているのか。 

【事務局次長】 平成 23 年２月に議運決定されたものである。これらを参考

にして本市の平成 24 年の代表者会に提示した。 

【宮応委員】 今、法令審査支援といったか。 

【事務局次長】 法令審査支援とのことであった。 

【宮応委員】 支援が入るのと入らないのとでは意味が違う。法令審査を行

う場合があると表記すると、それは議会が出す条例について市が審査を行う

ことになる。越権行為もはなはだしいと思うが、法令審査支援であれば議会

が行う法令審査に対して支援をすることであり、主体は議会となる。 

【河崎委員】 これでは支援が入るか入らないかで全く異なる。 

【宮応委員】 法令審査をするのはあくまでも議会、議会事務局だが、実際

には法制担当を欠いているので市側が援助するというものである。 

【河崎委員】 今の資料の表現のままで議会側からこういうルールを決める

というのは問題がある。法令支援ということならよい。 
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【木村委員長】 調査した市では支援という表現で議運決定しているという

ことである。本市でも支援という言葉を入れてほしいと思う。またそういう

意見が出ている。２年前の代表者会ではこの点を各会派の代表者が時間をか

けて協議したが結論に至らず申し送りとなった。この部分を気にしている者

もいた。 

【中村（一）副委員長】 今の話の経緯から先ほどの市側の記載を、「議会か

らの要請に基づき法令や他の条例との整合性について意見を述べることがで

きる」としてはどうか。議会が市側に対して働きかけた場合に限り、条例案

に意見を述べたければ述べられる程度にすれば、法令審査支援とまで言わな

くても、整合性について市側から意見を引き出して議会でそれをどうするか

判断すればよいのではないか。市も意見を言うためには議会側の条例案に対

して調べなければならない。 

【宮応委員】 中村副委員長の意見も理解する。要望した市側の条例案上程

の流れと柏市の資料を見て検討することとして、きょうの本件に対する議論

は会派に持ち帰って協議したい。 

【木村委員長】 各会派の委員も本日の内容については会派へ持ち帰り、会

派内の意見も聞きたいと思うので、事務局が用意する資料とあわせて次回ま

でに意見を集約してきてもらい再度協議することとしたい。 

【赤嶺委員】 そうなるとルールをつくるという前提か。ルールを定めるべ

きではないという意見もある。ルールとして決めなくとも、望まれる流れと

いう程度にとどめておいたほうがよいのではないか。望ましい流れはこうい

うことであるとすることとルール化することは全く違う。皆さんがこういう

流れであればよいのではないかという修文を行うということなら賛成である

が、現段階ではルール化すべきかどうかまで意見が出揃ってはいない。 

【木村委員長】 ルール化すべきではないというのは個人の意見か会派の意

見か。 

【赤嶺委員】 会派としてルール化するのはいかがなものかということで意

見が集約できている。 

【河崎委員】 このルールでおおむねよいと各会派が述べられている。明る

いみらい・やまとだけがルール化に慎重なのではないか。持ち帰っても他の

会派の意見は変わらない。 

【赤嶺委員】 ルール化すべきであるということで、我々の会派以外は合意

しているのかどうかを確認しておきたかった。 

【河崎委員】 協議してきたとおりである。 

【赤嶺委員】 了解した。 

【宮応委員】 ルール化に反対する会派があるならば、原則ルールとするよ

りもフローチャート、流れとすることのほうがよいのではないか。ただ実質

変わらないとは思う。 

【赤嶺委員】 今までそういった流れさえなかったので苦労をされてきたと

理解している。ただこの流れを議会が条例提案するときのルールとすると、
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これにのっとって全てを消化して初めて上程できるので、その点はきょうい

ろいろ議論があったようにまだ課題が残されている。それならば、こういう

流れが望ましいという程度にとどめて、その流れをつくるほうに注力するこ

とがよいのではないか。上程に至る経緯や状況はその都度異なると思う。先

の例のように選挙公報のホームページの公開のときのように、資料中段を省

いてそのまま上程して委員会審査をするというのも一つの方法である。議会

基本条例や商業振興条例のように、資料のような流れにしっかり基づいて進

めていくことが望ましい場合もある。その状況によって使い分けることも大

事ではないか。ルール化ではなく、流れとしてつくるほうがよい。 

【木村委員長】 そのような形でも市側が知恵を貸すことに支障がないかど

うか考えなくてはならない。 

【事務局次長】 ルールとして市側に示さないので、市側には非公式という

形で継続することになる。 

【木村委員長】 そうなると必ず協力が得られるかどうか、保障はないとい

うことになることも考えられる。 

【中村（一）副委員長】 市側の意向をそれほど気にする必要もない。資料

１-１の最後に、「議会において政策条例を提案される場合のルールを明らか

にすることを強く要望する」とあるが、今話したようにルールではなく目安

的なものでもよいのか。 

【事務局次長】 市側の意向に応じて強く要請された結果、ルールになるの

か、それともモデル的なものを示すにとどめてルール化を見送るのか。それ

は議会側の判断ではないか。 

【中村（一）副委員長】 了解した。 

【河崎委員】 きょうの会議の中で赤嶺委員は皆がルールをつくることで大

部分の会派が賛成するのであれば、あえて反対はしないとの発言があった。

今の話だと会派では承服できないという強い意見になっている。それも含め

て持ち帰りということでよろしいか。 

【赤嶺委員】 そのとおりである。ルール化はきょうの議論を見ても時期尚

早である。内容の検討も十分にしていかなくてはならない。この段階で皆さ

んが規則としてつくって条例提案の流れを明確にしておくべきだということ

であるならば、明るいみらい・やまとはその中で中身の議論をすることを否

定するものではないと意見した。それを述べた後の議論を踏まえて先ほどの

意見である。 

【宮応委員】 議員提出による条例提案のルールについてという議題で協議

してきたが、ルールとは和訳すれば規則である。議会の規則として定められ

てしまうのか。そこが赤嶺委員の懸念にもなっている。 

【事務局次長】 自治法の規定は超えられないので、12 分の１の規定により

議長に提出されれば上程される。ただし議会は条例や規則をつくる機関その

ものであるから、そこでルール化すれば順守は求められるということで運営

されている。最終的に権利はあるにせよ、かなり拘束されると考えてもらわ
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ないと策定する意味はないと思う。 

【宮応委員】 それならば発言規則のような規則でないほうがよいような気

もする。それらを踏まえて持ち帰りとしたい。原則、このような流れとする

ということならば、それは規則とは違うと理解してよいか。懸念するところ

は規則と定めれば、この先ずっと拘束される。それはいかがなものか。資料

の上段部分で確認した超党派という部分も全会派を指すものではないという

ことで私の心配している部分は担保されたと理解している。 

【河崎委員】 地方自治法も大事であるが、市の市民参加推進条例も重要で

ある。その点は議員提案をするときに市民参加推進条例の中で、条例に関し

ては市民の意見を求めると定めているので、その点は外せないと思う。今は

法律と市の条例も対等な時代となってきている中で重要視すべき点である。 

【中村（一）副委員長】 先ほど事務局から議員提案の条例に関しては市民

参加条例の規定は対象とならないとの話ではなかったか。 

【事務局次長】 機関として市議会は含まれていないということである。た

だし、大和市という市政運営は一つであるので考え方として市の条例となる

ということであれば、必要であろうという考えから入れており、商業振興条

例の時も考えを準用して代表者会に諮りパブリックコメントを実施したとい

う経過である。 

【中村（一）副委員長】 商業振興条例の時もパブリックコメントを実施し

なければ違法になるとか、条例違反になるということではなく、市民参加条

例が定めている精神を重視して反映させると理解してよいか。議員提出の条

例案に必ずしもパブリックコメントを実施しなかったからといって違反する

わけではないけれども、積極的に議会からその精神に従っていこうというこ

とでよいか。 

【河崎委員】 そのとおりである。 

【木村委員長】 これについては、まずルール化するのかどうか、市側のか

かわりについて表記など各会派に持ち帰り、まとめてもらって次回の会議ま

でに集約したものを事務局に提出してとりまとめてもらったほうがよいと考

える。それで次回協議したい。 

【事務局次長】 次回開催まで１週間しかない。常任委員会の視察等の予定

もある中で皆様がそのスケジュールで大丈夫なのか。 

【木村委員長】 そうなると会派ごとにつめられるかどうかもある。次々回

となると 11 月７日になる。今月末くらいに取りまとめできるか。 

【河崎委員】 10 月 24 日を休会にしてはどうか。日程が非常にタイトなので

次回までに話をまとめてくる時間がとれない。 

【事務局次長】 それは委員長の判断による。 

【木村委員長】 10 月 24 日を休会として次回開催を 11 月７日にしようとい

う提案が出たがどうか。 

【宮応委員】 賛成する。 

【赤嶺委員】 10 月 24 日までにこの案件を取りまとめるのが大変だというこ
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とか。 

【河崎委員】 会派の人数が多いと意見を取りまとめるのも大変である。 

【赤嶺委員】 本件は 11 月７日に先送ることとして、次回に協議できること

があるのではないか。 

【木村委員長】 「会派に属さない議員の取り扱いについて」がある。 

【鳥渕委員】 それを次回の議題として開催してはどうか。開催日程を減ら

せば、その分の負担がどこかにかかることになる。 

【河崎委員】 残っている案件がどれだけあるかにもよる。 

【事務局次長】 会派の代表的質問に付与される質問時間 10 分間の取り扱い

についてがある。 

【宮応委員】 その議案が最後か。 

【事務局次長】 そのほかに委員からの提案事項、最後に議会基本条例第 22

条の条例の検証に関する事項がある。ただし、これについては条文の読み方

で制定して改選後に行うとなっているので今期は必要がないとも解釈できる。 

制定当時に総務課とそのようなやり取りをしている。制定後まだ間もないの

で多くの論点が出てくるとは想定していない。 

【河崎委員】 委員会はあと何回行うのか。 

【事務局次長】 全 12 回のうち本日が第 7 回目となる。 

【河崎委員】 それならば開催したほうがよい。 

【木村委員長】 それならば本日の案件については 11 月７日の開催に向けて

各会派で考えてもらいたい。10 月 24 日は会派に属さない議員の取り扱いにつ

いてを議題とし、10 月 24 日は予定どおり開催する。それでよろしいか。 

 

全 員 了 承 

 

【木村委員長】 ほかになければ、本日はこれで終了する。 

 

午前 11 時 08 分 閉会 


